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第１章 三沢市の人口の現状分析 

１．人口の推移 

（１）人口・世帯数の推移 

本市の国勢調査による人口は、長期的にみて横ばい傾向にあり、昭和 60 年に 40,000 人を超え、

平成 12 年では 42,000 人に達し、その後は微減し、平成 22 年では 41,258 人となっている。 

世帯数は増加傾向にあり、平成 22 年では 16,211 世帯となっている。 

 

図 人口・世帯数の推移 

 

資料：国勢調査 
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（２）年齢階級別人口の推移 

本市の年齢３区分別の人口をみると、生産年齢人口（15～64 歳）は昭和 60 年をピークに減少

傾向に転じている。また、老年人口(65 歳以上)は平成 17(2005)年から年少人口(0～14 歳)を上回

り、平成 22 年では老年人口比率が 20.3％と２割を超えている。 

 

図 年齢３区分別人口の推移 

 

 

図 年齢３区分別人口の割合の推移 

 

資料：国勢調査 

※「年齢不詳」があるため、構成比の合計が 100％にならない年次がある 
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３．人口動態 

（１）自然動態（出生 死亡） 

①出生・死亡数の推移 

本市の出生・死亡数の推移をみると、長期的には平成 25 年を除き、出生数が死亡数を上回る「自

然増」の状況が続いている。 

出生数は平成 18 年、平成 19 年では 500 人を超えていたが、近年では減少し、400 人台となっ

ている。 

一方、死亡数は緩やかな増加傾向にあり、平成 24 年には 400 人を超えている。 

 

図 出生・死亡数の推移 

 

資料：住民基本台帳人口 
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②合計特殊出生率の推移 

本市における一人の女性が一生に産む子どもの人数である「合計特殊出生率」について、長期

的な推移をみると、昭和 63 年～平成４年の 2.07 から平成 20 年～平成 24 年の 1.79 では 0.28 ポ

イント減少している。 

また、本市の合計特殊出生率は全国平均、県平均を上回る傾向にある。 

 

図表 合計特殊出生率の推移 
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③未婚率 

本市の年齢階層別未婚率についてみると、平成 22 年では男性の 30～34 歳で約 42％、35～39 歳

で約 31％と増加傾向となっており、女性では 25～29 歳で約 46％と増加傾向にあり、平成２年と

比較して 15 ポイント以上増加している。 

本市の未婚率を全国平均、県平均と比較すると、男性、女性ともに本市の方が下回っている。 

図 三沢市の年齢階層別未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 青森県の年齢階層別未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 全国の年齢階層別未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査から作成 

※未婚率：各年齢層の配偶関係未婚の人数／各年齢層の総数 
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（２）社会動態（転入・転出） 

①転入・転出数の推移 

本市の転入・転出の動きをみると、長期的には平成 20 年を除き、転出数が転入数を上回り、転

出超過の状況が続いている。 

平成 26 年では転入数 2,227 人に対し、転出数が 2,672 人で社会動態は 445 人の減少となってい

る。 

 

図 転入・転出数の推移 

 

資料：住民基本台帳人口 
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②年齢階級別人口移動の推移 

昭和 55（1980）年以降の純移動数を推計し、年齢別・男女別の長期的動向を比較すると、以下

のような特徴がみられる。 

 

図 年齢階級別人口移動（純移動数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査をベースに作成（総務省提供資料） 

 

  

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

500（人）

【男性】

1980年→1985年
1985年→1990年
1990年→1995年
1995年→2000年
2000年→2005年
2005年→2010年

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

500（人）

【女性】

1980年→1985年
1985年→1990年
1990年→1995年
1995年→2000年
2000年→2005年
2005年→2010年

25～29 歳の転入超過。 

15～19 歳の転出超過。 

25～29 歳の転入超過。 

近年では縮小傾向。 

15～19 歳、20～24 歳の転出超過。 

　　2005→2010年の0～4歳→5～9歳の純移動数＝2010年の5～9歳人口－2005年の0～4歳人口×2005→2010年の0～4歳→5～9歳の生残率
① ②

※男女5歳階級別の純移動数は，「国勢調査」人口と各期間の生残率を用いて推定した値。例えば，2005→2010年の0～4歳→5～9歳の純移動数は，下
のように推定される。

生残率は厚生労働省大臣官房統計情報部「都道府県別生命表」より求めている。②は人口移動がなかったと仮定した場合の人口を表しており，実際の
人口（①）から②を差し引くことによって純移動数が推定される。
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③地域別人口移動（日本人移動者） 

本市への転入転出の状況をみると、主な転入元・転出先は県内では八戸市、六戸町、おいらせ

町、県外では東京都、埼玉県などとなっている。 

年齢別では転入、転出ともに、20 歳代、30 歳代の動きが目立っている。 

 

表 地域別年齢別人口移動（日本人移動者） 

 
資料：住民基本台帳人口移動報告（平成 26 年） 
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1,962 270 191 566 488 255 110 81 1 2,445 418 261 600 582 337 152 95 0

146 27 10 29 50 21 6 2 1 135 26 9 34 28 22 8 8 0

780 104 55 227 195 97 55 47 0 893 158 69 238 221 101 63 43 0

青森市 95 8 4 38 18 12 11 4 0 95 16 10 31 13 12 9 4 0
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十和田市 69 8 7 19 19 4 5 7 0 74 11 2 26 21 5 3 6 0

むつ市 28 3 2 7 6 6 2 2 0 31 5 1 5 9 4 7 0 0

つがる市 17 2 3 3 5 4 0 0 0 12 0 0 3 2 4 3 0 0

野辺地町 18 3 0 4 6 4 0 1 0 13 1 0 6 4 0 1 1 0

七戸町 21 2 1 9 7 0 1 1 0 16 2 3 3 7 0 1 0 0

六戸町 37 3 2 10 6 8 2 6 0 117 29 9 19 31 15 9 5 0

東北町 52 5 5 12 17 8 3 2 0 36 5 0 11 10 5 2 3 0

六ケ所村 62 9 5 16 19 9 2 2 0 46 10 2 18 9 3 2 2 0

おいらせ町 130 21 13 36 30 12 9 9 0 213 40 20 50 52 28 9 14 0

三戸町 14 2 1 5 2 0 3 1 0 5 2 1 0 2 0 0 0 0

南部町 19 3 3 4 1 5 2 1 0 2 0 0 1 0 1 0 0 0

その他の市町村 57 8 2 12 22 6 5 2 0 46 10 5 10 14 1 6 0 0
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152 17 12 43 36 27 9 8 0 252 34 32 74 48 47 12 5 0

55 6 5 13 9 9 4 9 0 98 13 20 34 14 6 2 9 0

404 64 52 118 101 49 16 4 0 483 104 41 81 139 85 24 9 0

※　網掛け部分は100人以上の箇所
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（３）流入・流出人口の推移（通勤・通学） 

平成 22 年の国勢調査における流入流出人口（通勤・通学者の動向）をみると、本市の流入人口

は 6,939 人、流出人口は 5,543 人の流入超過となっている。 

近隣市町村との人口の動きをみると、八戸市、十和田市、六戸町、東北町、六ヶ所村、おいら

せ町との動きが目立っている。 

 

表 市町村別流入・流出人口 

 

 

  

総数 就業者 通学者 総数 就業者 通学者

総数 6,939 6,115 824 5,543 4,748 795

県内総数 6,859 6,035 824 5,448 4,663 785

青森市 51 49 2 62 40 22

弘前市 12 12 0 7 2 5

八戸市 795 737 58 1,204 773 431

五所川原市 5 5 0 2 2 0

十和田市 1,119 976 143 723 546 177

黒石市 5 5 0 0 0 0

むつ市 9 9 0 8 8 0

つがる市 3 3 0 1 1 0

野辺地町 89 49 40 42 25 17

七戸町 246 193 53 66 62 4

六戸町 794 720 74 420 366 54

東北町 851 681 170 224 224 0

六ヶ所村 128 108 20 1,576 1,564 12

おいらせ町 2,567 2,323 244 1,037 979 58

東通村 10 10 0 12 12 0

五戸町 91 75 16 32 27 5

南部町 32 32 0 8 8 0

階上町 17 17 0 3 3 0

その他の市町村 35 31 4 21 21 0

県外総数 80 80 0 95 85 10

北海道 13 13 0 19 17 2

岩手県 18 18 0 14 9 5

宮城県 4 4 0 7 6 1

その他の都府県 45 45 0 55 53 2

資料：国勢調査（平成22年）

流入(人） 流出（人）
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図 人口の流入状況 

 

 

図 人口の流出状況 
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第２章 三沢市の将来人口の推計 

１．将来人口の推計 

（１）総人口・年齢３区分別人口の推計 

本市の将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、平成 42 年（2030）には

36,052 人、平成 52 年（2040 年）には 32,891 人まで減少すると予測されている。 

また、少子高齢化が進展し、平成 52（2040）年には老年人口比率が 34.7％まで増加するものと

予測されている。 

 

図 総人口、年齢３区分別人口の推計 

 

図 年齢３区分別人口の割合の推移 

 

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（推計値） 
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（２）仮定値による将来人口の推計 

本市の将来人口について、以下の３パターンによる推計結果を比較する。 

【推計パターン】 

・パターン１：国立社会保障・人口問題研究所による推計 

・パターン２：創成会議による推計 

・パターン３：市独自の推計 

 

 

表 人口推計の概要 

 パターン１ 

（社人研推計準拠） 

パターン２ 

（創成会議推計準拠） 

パターン３ 

（市独自推計） 

出
生
に
関
す
る
仮
定 

原則として、平成 22 年の全国の子ども

女性比(15～49 歳女性人口に対する 0

～4歳人口の比)と各市町村の子ども女

性比との比をとり、その比が平成 27 年

以降、平成 52 年まで一定として市町村

ごとに仮定。 

パターン１と同様。 三沢市の平成 20 年～平

成 24 年の合計特殊出生

率 1.79が今後も維持さ

れると仮定。 

死
亡
に
関
す
る
仮
定 

原則として、55～59 歳→60～64 歳以下

では、全国と都道府県の平成 17 年→平

成 22 年の生残率の比から算出される

生残率を都道府県内市町村に対して一

律に適用。 

60～64 歳→65～69 歳以上では、上述に

加えて、都道府県と市町村の平成 12 年

→平成 17 年の生残率の比から算出さ

れる生残率を市町村別に適用。 

パターン１と同様。 パターン１と同様。 

移
動
に
関
す
る
仮
定 

原則として、平成 17～22 年の国勢調査

に基づいて算出された純移動率が、平

成27～32年までに定率で0.5倍に縮小

し、その後はその値を平成 47～平成 52

年まで一定と仮定。 

全国の移動総数が、社人研

の平成 22～27 年の推計値

から縮小せずに、平成 47 年

～平成 52 年まで概ね同水

準で推移すると仮定。(社人

研推計に比べて純移動率が

大きな値となる) 

平成 72 年までの人口移

動が均衡したと仮定。（人

口移動がゼロと仮定） 
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「国立社会保障・人口問題研究所」と「創成会議」による本市の人口推計をみると、平成52（2040）

年の人口は社人研推計準拠（パターン１）では 32,893 人、創成会議準拠（パターン２）では 29,927

人となっており、約 3,000 人の差が生じている。 

また、合計特殊出生率を現状維持、人口移動が均衡すると仮定した市独自の推計（パターン３）

では、平成 52（2040）年で 38,364 人、平成 72（2060）年で 33,883 人となった。 

 

 

図表 国立社会保障・人口問題研究所、創成会議、市独自による人口推計の比較 
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(2010)
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(2015)

平成32年
(2020)
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(2025)

平成42年
(2030)

平成47年
(2035)

平成52年
(2040)

平成57年
(2045)

平成62年
(2050)

平成67年
(2055)

平成72年
(2060)

41,258 40,116 38,926 37,522 36,050 34,507 32,893 31,106 29,233 27,311 25,377

年少人口比率 15.7% 14.4% 13.4% 12.6% 11.8% 11.5% 11.4% 11.3% 11.1% 10.7% 10.4%
生産年齢人口比率 63.8% 62.2% 60.3% 59.3% 58.4% 56.4% 53.9% 52.5% 51.4% 51.5% 51.7%
老年人口比率 20.5% 23.4% 26.3% 28.1% 29.8% 32.0% 34.7% 36.2% 37.6% 37.8% 37.9%

41,258 40,116 38,483 36,536 34,470 32,265 29,927 - - - -

年少人口比率 15.7% 14.4% 13.2% 12.1% 11.2% 10.7% 10.4% - - - -
生産年齢人口比率 63.8% 62.2% 60.3% 59.2% 58.1% 55.9% 52.9% - - - -
老年人口比率 20.5% 23.4% 26.5% 28.7% 30.7% 33.4% 36.7% - - - -

41,258 41,336 41,028 40,473 39,849 39,140 38,364 37,396 36,305 35,128 33,883

年少人口比率 15.7% 15.2% 14.9% 14.3% 13.7% 13.5% 13.6% 13.8% 13.9% 13.7% 13.5%
生産年齢人口比率 63.8% 62.0% 60.1% 59.2% 58.6% 57.0% 54.7% 53.3% 52.6% 54.1% 55.3%
老年人口比率 20.5% 22.7% 25.0% 26.5% 27.7% 29.5% 31.7% 32.9% 33.6% 32.2% 31.2%

パターン１
（社人研推計準拠）

パターン２
（創成会議推計準拠）

パターン３
（市独自推計）
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２．人口減少段階の分析 

「人口減少段階」は、一般的に「第１段階：老年人口の増加（総人口の減少）」「第２段階：老

年人口の維持・微減」「第３段階：老年人口の減少」）の３つの段階を経て進行するとされており、

全国的には平成 52 年から「第２段階」に入ると予測されている。 

 

 

図 人口の減少段階（全国） 

 

※国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」(平成 24 年１月推計)より作成。 

※2010 年の人口を 100 として、各年の人口を指数化している。 
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パターン１の推計結果を用いて、三沢市の人口減少段階を推計すると、平成 52（2040）年まで

は「第１段階：老年人口の増加」に位置し、その後「第２段階：老年人口の維持・微減」に入る

と予測され、全国と同様の傾向となることがうかがえる。 

 

図表 三沢市の人口の減少段階 

 

※平成 22 年（2010）の人口を 100 として、各年の人口を指数化している。 
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３．将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

将来人口に及ぼす、自然増減（出生、死亡）や社会増減（人口移動）の影響度を分析するため、

パターン 1の結果を用いてシミュレーションを行う。 

 

（１）シミュレーションの概要 

シミュレーション１ 

パターン１において、合計特殊出生率が平成 42 年までに

人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準の 2.1）

まで上昇したと仮定した場合 

シミュレーション２ 

パターン１において、合計特殊出生率が平成 42 年までに

人口置換水準（2.1）まで上昇し、かつ人口移動が均衡し

たとした場合（転入・転出数が同数となり、移動がゼロと

なった場合） 

 

（２）シミュレーション結果 

２通りのシミュレーション結果は以下の通りとなっている。 

 

図表 三沢市の人口推計結果（パターン１、シュミレーション１・２） 
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（３）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度 

パターン１とシミュレーション１を比較することにより、将来人口に及ぼす出生の影響度（自

然増減の影響度）を分析し、また、パターン１とシミュレーション２を比較することにより、将

来人口に及ぼす移動の影響度（社会増減の影響度）の分析を行う。 

分析の方法は以下の通り。 

 

表 自然増減・社会増減の影響度の分析方法 

自然増減の 

影響度 

（シミュレーション１の平成 52(2040)年の総人口／パターン１の平成

52(2040)年の総人口）の数値に応じて、以下の 5段階に整理する。 

「１」＝100％未満、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、「４」＝110

～115％、「５」＝115%以上の増加 

社会増減の 

影響度 

（シミュレーション２の平成 52(2040)年の総人口／シミュレーション１の

平成 52(2040)年の総人口）の数値に応じて、以下の５段階に整理する。 

「１」＝100％未満、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、 

「４」＝120～130％、「５」＝130%以上の増加 

 

本市のシミュレーション結果を上記の分析方法に当てはめると以下の通りとなる。 

この結果によると、自然増減の影響度が「２」、社会増減の影響度が「３」となっており、県内

の都市では平川市と同様、青森県平均の影響度とは、自然増減の影響度が 1段階低くなっている。 

 

表 自然増減・社会増減の影響度 

分類 計算結果 影響度 

自然増減の 

影響度 

シミュレーション 1の平成 52(2040)年推計人口= 34,230（人） 

パターン 1の平成 52(2040)年推計人口 = 32,893（人） 

⇒34,230 (人)/ 32,893（人）= 104.1％ 

２ 

社会増減の 

影響度 

シミュレーション 2の平成 52(2040)年推計人口= 39,282（人） 

シミュレーション 1の平成 52(2040)年推計人口= 34,230（人） 

⇒ 39,282（人）/ 34,230（人）= 114.8 ％ 

３ 

 

 自然増減の影響度 

社

会

増

減

の

影

響 

 1 2 3 4 5 

1      

2   十和田市 弘前市  

3 

 三沢市 

平川市 

青 森 県 、 青 森

市、八戸市、む

つ市、つがる市、 

黒石市、 

五所川原市、 

 

4      

5      
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（４）総人口の分析 

パターン１（社人研推計準拠））とシミュレーション結果を比較すると、平成 72（2060）年で

は出生率が上昇すると仮定したシミュレーション１はパターン１よりも約 2,700 人多く、シミュ

レーション２ではパターン１よりも約 11,000 人多い結果となった。 

 

 

図 総人口の推計結果 
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（５）人口構造の分析 

平成 22（2010）年と平成 52（2040）年の年齢３区分別人口の増減率を比較すると、年少人口は

全てのパターンでマイナス（減少）であり、シミュレーション１、２ではその減少率が小さくな

っている。 

生産年齢人口についても全てのパターンでマイナス（減少）であり、減少率はシミュレーショ

ン２で小さくなっている。 

老年人口ではシミュレーション２が他と比較して増加率が大きくなっている。 

 

 

表 パターン、シミュレーションごとの人口増減率 

 

  

(人）

うち0-4歳

平成22年(2010) 41,258 6,482 2,110 26,335 8,441 4,918

32,893 3,754 1,271 17,731 11,407 3,074

シミュレーション１ 34,230 4,831 1,649 17,992 11,407 3,145

シミュレーション２ 39,282 6,142 2,054 20,985 12,156 3,989

29,927 3,109 1,099 15,845 10,973 2,604

うち0-4歳

-20.3% -42.1% -39.8% -32.7% 35.1% -37.5%
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（６）老年人口比率の変化 

パターン１とシミュレーションによる老年人口比率をみると、パターン１では一貫した増加傾

向となっており、平成 62（2050）年には 37％を超えるとされている。一方、シミュレーション１、

シミュレーション２では平成 62（2050）年をピークに減少に転じ、老年人口比率 37％には及ばな

いと想定される。 

このことから、長期的にみて出生率が上昇すると仮定した場合、老年人口比率は低下するもの

と考えられる。 

 

表 人口・年齢３区分別人口比率 

 

図 老年人口率の推移 
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平成52年
(2040)

平成57年
(2045)

平成62年
(2050)

平成67年
(2055)

平成72年
(2060)

41,258 40,116 38,926 37,522 36,050 34,507 32,893 31,106 29,233 27,311 25,377

年少人口比率 15.7% 14.4% 13.4% 12.6% 11.8% 11.5% 11.4% 11.3% 11.1% 10.7% 10.4%
生産年齢人口比率 63.8% 62.2% 60.3% 59.3% 58.4% 56.4% 53.9% 52.5% 51.4% 51.5% 51.7%
老年人口比率 20.5% 23.4% 26.3% 28.1% 29.8% 32.0% 34.7% 36.2% 37.6% 37.8% 37.9%

41,258 40,116 38,483 36,536 34,470 32,265 29,927 - - - -

年少人口比率 15.7% 14.4% 13.2% 12.1% 11.2% 10.7% 10.4% - - - -
生産年齢人口比率 63.8% 62.2% 60.3% 59.2% 58.1% 55.9% 52.9% - - - -
老年人口比率 20.5% 23.4% 26.5% 28.7% 30.7% 33.4% 36.7% - - - -
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生産年齢人口比率 63.8% 62.1% 60.0% 58.8% 57.4% 55.2% 52.6% 51.6% 50.9% 51.5% 52.1%
老年人口比率 20.5% 23.4% 26.1% 27.9% 29.2% 31.1% 33.3% 34.4% 35.2% 34.8% 34.3%

41,258 41,336 41,028 40,484 40,164 39,754 39,282 38,652 37,921 37,130 36,311

年少人口比率 15.7% 15.2% 14.9% 14.3% 14.4% 14.9% 15.6% 15.8% 15.9% 15.9% 15.9%
生産年齢人口比率 63.8% 62.0% 60.1% 59.2% 58.1% 56.1% 53.4% 52.4% 51.9% 53.7% 55.0%
老年人口比率 20.5% 22.7% 25.0% 26.5% 27.5% 29.0% 30.9% 31.8% 32.1% 30.4% 29.1%
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（パターン１＋出生率上昇）
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第３章 経済・都市・福祉・教育の現状分析 

１．生産活動に関する分析 

（１）企業数 

・本市の企業数は、2012 年で 1,409 社となっており 2009 年と比較して約 200 社減少し、青森

県の市町村中第 7位となっている。周辺地事態では、青森市や八戸市の企業数が多くいずれ

も 8,000 社を超えている。 

・産業大分類による本市の企業構造は、「宿泊業、飲食業サービス業（330 社）」が最も高く、

次いで「卸売業、小売業（275 社）」、「生活関連サービス、娯楽業（209 社）」などのサービス

関連業が続く。そのほかでは「建設業（160 社）」となっている。 

・ほぼ全ての業種で、企業数は減少している。 

 

図 三沢市及び周辺都市の企業数 

 

 

図 産業大分類別企業数（2012 年） 
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［全国平均及び県平均との比較］ 

・本市の企業数の業種構成は県平均、全国平均と比べて、「宿泊業、飲食サービス業（23.4％）」

の割合が高いが、「不動産業、物品賃貸業（4.7％）」、「製造業（3.8％）」、「卸売業、小売業（19.5％）」

は低くなっている。 

・そのほかの業種については県平均、全国平均とほぼ同率である。 

 

図 産業大分類別企業数の構成比 （2012 年） 

 

 

［周辺自治体との比較］ 

・県内の他の自治体と比較しても、「宿泊業、飲食サービス業（23.4％）」の割合は高いが、「卸

売業、小売業（19.5％）」、「不動産業、物品賃貸業（4.7％）」の割合は低い。 

 

図 大分類別企業数の構成比の周辺都市との比較 （2012 年） 
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（２）従業者数 

・本市の 2012 年の従業者数は 14,226 人で、2009 年から 3年間で約 1,400 人減少している。 

・本市の産業大分類別従業者構成では、「卸売業、小売業（2,514 人）」が最も多く、次いで「製

造業（2,207 人）」「宿泊業、飲食サービス業（1,889 人）」となっている。 

・多くの業種で減少傾向が見られる一方で、「製造業（443 人）」で大幅な増加が見られるほか、

「農業、林業（107 人）」、「漁業（13 人）」など一次産業でも若干増加している。 

 

図 三沢市の従業者数 

 

 

 

図 産業大分類別 従業者数（事業所単位）（2012 年） 
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［全国平均及び県平均との比較］ 

・本市の従業者の業種構成は県平均、全国平均と比べて、「宿泊業、飲食サービス業（13.3％）」

が高く、「卸売業、小売業（17.7％）」の割合が高い。 

・また、「農業、林業（3.1％）」の割合が若干高いことも特徴のひとつである。 

 

図 産業大分類別従業者数構成比（事業所単位、2012 年） 

 

 

 

［周辺自治体との比較］ 

・周辺自治体と比較しても「製造業（15.5％）」、「宿泊業、飲食サービス業（13.3％）」の割合

は高いが、「卸売業、小売業（17.7％）」、「医療、福祉（9.9％）」の割合は低い傾向が見られ

る。 

・「農業、林業（3.1％）」の割合は若干であるが高く、青森県市部では第 1位となっている。 

 

図 産業大分類別従業者数構成比の比較（事業所単位） 
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（３）企業業績 

①企業売上高 

・本市の 2012 年の企業売上高は 105,007 百万円で、売上高の割合が最も高いのが「卸売業、小

売業（37,501 百万円）で全体の約 35％を占めている。次いで、「建設業（21,389 百万円）」

で約 20％、「製造業（11,815 百万円）」約 10％となっている。 

・企業構成、従業者構成で最も高かった「宿泊業、飲食サービス業」は売上高 4,198 百万円、

売上高の構成比は約 4％にとどまっている。 

 

図 産業大分類別 企業売上高（2012 年） 
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資料：平成 24 年経済センサス－活動調査 
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②事業所の売上高 

［全国平均及び県平均との比較］ 

・本市の 2012 年の事業所の売上の構成を全国平均、県平均と比較してみると、「農林漁業（5.0％）」

などの一次産業や、「建設業（12.4％）」、「製造業（26.4％）」などで全国、県の平均を上回っ

ている。一方、「卸売業、小売業（27.3％）」では全国、県平均を下回っている。 

・「宿泊業、飲食サービス業（3.1％）」の売上も若干ではあるが高い割合を占めている。そのほ

かは全国、県平均並みとなっている。 

図 産業大分類別売上高の構成比 

 

 

 

［周辺自治体との比較］ 

・周辺自治体と比較しても「製造業（26.4％）」の割合が最も高く、「農林漁業（5.0％）」、「建

設業（12.4％）」なども比較的高い割合を示している。「運輸業（2.4％）」、「医療、福祉（3.7％）」

で低い。 

図 産業大分類別売上高の構成比の比較 
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資料：平成 24 年経済センサス－活動調査 

資料：平成 24 年経済センサス－活動調査 
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［１事業所あたりの売上高］ 

・本市の１事業所あたりの売上高は、平均で 107 百万円であり、「製造業（757 百万円）」が最

も高く、次いで「農林漁業（406 百万円）」、「金融業・保険業（364 百万円）」がとなっている。 

・企業数、従業者数と高い割合を占めている「宿泊業、飲食サービス業」は」15 百万円で、１

事業所あたりの売上高は低い。 

 

図 産業大分類別１事業所あたりの売上高（2012 年） 

 

 

［従業者 1 人あたりの売上高（事業所単位）］ 

・本市の事業所における１従業者あたりの売上高を見てみると、全産業で 13.7 百万円であり、

内訳を見ると「金融業・保険業（42.6 百万円）」が、次いで「複合サービス業（26.7 百万円）」、

「製造業（23.3 百万円）」となっている。 

・こちらでも、「宿泊業、飲食サービス業（3.2 百万円）」で１従業者あたりの売上高は低い。 

 

図 産業大分類別従業者 1人あたりの売上高 
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資料：平成 24 年経済センサス－活動調査 

資料：平成 24 年経済センサス－活動調査 



 

28 

 

③付加価値額（企業単位） 

・本市の付加価値額は、31,676 百万円で、周辺の自治体では低い方である。 

・産業大分類別の内訳を見てみると、「卸売業、小売業（7,305 百万円）」が全体の約 23％を占

め、次いで「医療、福祉（4,813 百万円）」が約 15％、「建設業（4,451 百万円）」で約 14％、

「製造業（3,897 百万円）」が約 12％を占めている。 

・その他の業種はすべて 10％以下の割合となっている。 

※付加価値額：企業の生産活動によって新たに生み出された価値≒営業利益+人件費+減価償却費 

 

図 三沢市と周辺都市の付加価値額（企業単位、2012 年） 

 

 

 

図 産業大分類別 付加価値額 (2012 年) 
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資料：平成 24 年経済センサス－活動調査 
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［全国平均及び県平均との比較］ 

・本市の付加価値額を全国、県平均と比較してみると、「建設業（14.1％）」や「宿泊業、飲食

サービス業（5.9％）」でやや上回るが、「製造業（12.3％）」「金融業、保険業（0.5％）」では

下回る結果となっている。 

 

図 産業大分類別 付加価値額（2012 年） 

 

 

 

［周辺自治体との比較］ 

・周辺自治体と比較すると、「建設業（14.1％）」、「製造業（12.3％）」、「宿泊業、飲食サービス

業（5.9％）」などで高い割合となっているが、「金融業、保険業（0.5％）」では、低くなって

いる。 

図 産業大分類別 付加価値額の比較（2012 年） 
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［１企業あたり付加価値額］ 

・本市の１企業あたりの付加価値額は、全産業で 22.5 百万円、産業大分類別に見ると、「製造

業（73.5 百万円）」、次いで「医療、福祉（58.0 百万円）」で、「運輸業、郵便業（55.9 百万

円）」となっている。また、「農業、林業（44.5 百万円）」も高い水準である。 

 

図 産業大分類別１企業あたり付加価値額 

  

 

 

［付加価値率］ 

・本市の付加価値率を見ると、全産業で 30.2％、「金融業、保険業（67.1％）」最も高く、「医

療、福祉（62.5％）」、「教育、学習支援業（54.8％）」と続く。 

※付加価値率：付加価値額／売上高 

 

図 産業大分類別１企業あたり付加価値率 
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④労働生産性 

・本市の労働生産性は 2,961 千円と全国、県平均を下回る結果となっている。また、周辺の自

治体と比較しても低い結果となっている。 

※労働生産性：従業者一人当たりの付加価値額 

 

図 三沢市及び周辺自治体の労働生産性（企業単位、2012 年） 

 

 

 

［周辺自治体との比較］ 

・本市の産業大分類別 労働生産性を周辺自治体と比較すると、「複合サービス業（9,141千円）」

が高く、「漁業（1,399 千円）」が低い。 

 

図 産業大分類別 労働生産性（千円） （企業単位） 
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２．産業別就業人口に関する分析 

（１）産業別就業人口 

・本市の就業人口は平成 12（2000）年をピークに減少し、平成 22（2010）年では 19,759 人と

なっている。 

・産業別就業人口をみると、第 1次産業については昭和 60(1985)年から一貫した減少傾向にあ

り、平成７（1995）年以降、構成比は 1 割未満となっている。第 2 次産業、第 3 次産業につ

いては、平成 12(2000)年をピークに減少傾向となっており、構成比はそれぞれ約２割、約７

割となっている。 

 

図 産業別就業人口の推移 

 

資料：国勢調査 

※「分類不能」があるため、構成比の合計が 100％とならない箇所がある。 
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（２）男女別産業人口と特化係数 

・男女別従業者の状況を見ると、男性では、「公務（他に分類されないもの）」が最も多く、次

いで、「建設業」「製造業」、女性では「医療・福祉」「卸売業、小売業」「製造業」の従業者が

多い。 

・全国の各産業の従業者比率に対する特化係数を見ると、係数１を超える項目は、男女ともに

「農業」「漁業」などの一次産業、「サービス業（他に分類されないもの）」「公務（他に分類

されないもの）」などのサービス業、男性では、「漁業」「建設業」「サービス業（他に分類さ

れないもの）」「公務（他に分類されないもの）」となっている。女性では、「医療、福祉」「飲

食店、宿泊業」「生活関連サービス業、娯楽業」他、主にサービス業で特化係数 1を超えてい

る。 

 

 

図 男女別産業人口と特化係数 

 

資料：国勢調査（平成 22 年） 

※特化係数：本市のⅩ産業の就業者比率/全国のⅩ産業の就業者比率。特化係数が１以上の産業は全国と比べて特

化傾向にあるといえる。 
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（３）年齢階級別産業人口 

・年齢階級別産業人口をみると、15 歳から 29 歳の若い世代が多い産業は男性女性ともに「情

報通信業」「公務（他に分類されないもの）」、次いで「学術研究、専門・技術サービス業」「飲

食店、宿泊業」が多い。 

・30 歳代では男性女性ともに「情報通信業」「電気・ガス・水道業」が高い。 

・「情報通信業」の女性 15 歳～29 歳が 48.1％と非常に高い割合を示しているが、男女ともに約

半数が 40 歳未満の若い世代で構成されている。 

図 年齢階級別産業人口 

 

  資料：国勢調査（平成 22 年） 
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３．雇用に関する分析 

（１）有効求人倍率 

［全国及び県平均との比較］ 

・三沢職業安定所の有効求人倍率を全国、県平均と比較してみると、全国に比べて約 0.2 倍下

回り、青森県と比較しても約 0.1 倍下で推移している。 

 

図 有効求人倍率 

 

 

 

［周辺自治体との比較］ 

・周辺地域の職業安定所と比較してみると、有効求人倍率は上昇を続けているものの若干低め

で推移している。 

 

図 有効求人倍率（周辺地域との比較） 
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資料：厚生労働省「職業安定業務統計」 

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」 
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４．利便性に関する分析 

（１）大規模小売店舗数・面積 

・中心市街地区域内の大規模小売店舗は下記の７店が立地している。 

 

 

 

  

資料：青森県 HP「第一種・第二種大規模小売店舗立地法特例区域」 

大規模小売店舗

大規模小売店舗名称 所在地
店舗面積

（㎡）

① サンデー三沢店 三沢市南町１丁目31-3847 2,005

② アクロス三沢 三沢市栄町２丁目31-144 1,456

③ 三沢ショッピングセンター 三沢市松園町３丁目10-1 8,381

④ ユニバース三沢松園町店 三沢市松園町３丁目5-1 1,380

⑤ マックスバリュー三沢大町店 三沢市大町２丁目12-1 1,800

⑥ MGプラザ 三沢市中央町２丁目7地内 1,353

⑦ 株式会社丸中 三沢市中央町３丁目10-14 1,476
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（２）商品販売額 

・本市の商品販売額は、平成 19 年は 60,467 百万円で平成 16 年から上昇に転じているが、小売

業では減少傾向が続いている。平成9年から平成16年まで、小売業での減少額が大きく12,657

百万円の減少となっている。平成 19 年は、増加に転じたが、卸売業の 5,967 百万円の増加に

対し、小売業では 4,223 百万円の減少となっている。これを受け増加額も、1,744 百万円に

とどまっている。 

図 年間商品販売額 
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５．福祉に関する分析 

・本市には 2012 年、病院 4 施設（うち精神病院１施設）、療養病床を有する病院が 1 施設、病

院病床数が 494 床ある。 

 

表 市内の医療施設 

 

 

  

名称 所在地 診療科目

あいざわクリニック  三沢市大字三沢堀口  乳腺・外科　消化器・内科

柿崎外科医院  三沢市下久保3丁目  胃腸器科・外科・整形外科・肛門科

さいとう耳鼻咽喉科クリニック  三沢市堀口2丁目  耳鼻咽喉科・アレルギー科

自衛隊三沢病院  三沢市後久保  内科・外科・神経科・整形外科・麻酔科・歯科

すずき小児科内科クリニック  三沢市下久保２丁目  小児科・内科・皮膚科

田辺医院  三沢市下久保3丁目  内科・泌尿器科・婦人科

得居泌尿器科医院  三沢市下久保3丁目  泌尿器科・内科・外科・皮膚科・人工透析

中山内科医院  三沢市古間木山  内科・小児科・胃腸器科

鳴海外科医院  三沢市幸町1丁目  胃腸器科・外科・整形外科・皮膚科・肛門科・理学診療科

ひぐちクリニック  三沢市桜町3丁目  内科・胃腸科・循環器科・呼吸器科・小児科

平山泰照皮ふ科医院  三沢市中央町4丁目  皮膚科

まつぞのクリニック  三沢市松園町3丁目  内科・外科・循環器科

みさわクリニック  三沢市大町2丁目  内科・小児科・胃腸器科

三沢市立三沢病院  三沢市堀口
 内科・小児科・外科・整形外科・脳神経外科・皮膚科・眼科・耳鼻咽喉科・
産婦人科・泌尿器科・放射線科・形成外科

三沢聖心会病院  三沢市淋代3丁目  精神科・神経科

三沢中央病院  三沢市中央町3丁目
 内科・小児科・外科・形成外科・呼吸器科・皮膚科・循環器科・胃腸器科・
泌尿器科・肛門科・性病科・理学診療科・放射線科・脳神経外科・整形外科

米田内科小児科医院  三沢市大町2丁目  内科・呼吸器科・消化器科・循環器科・小児科・理学診療科・放射線科

資料：三沢市HP

未更新 
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６．教育・子育てに関する分析 

（１）小中学校 

・本市には小学校が７校、中学校が５校ある。 

・児童数、生徒数、教員数は減少傾向である。 

 

図表 市内の小学校、生徒数の状況 

 

 

 

 

  

学校名 所在地

 古間木小学校  三沢市古間木一丁目152-139

 上久保小学校  三沢市大町一丁目3-9

 木崎野小学校  三沢市東町四丁目2

 岡三沢小学校  三沢市岡三沢三丁目1-1

 三沢小学校  三沢市大字三沢字園沢93-2

 三川目小学校  三沢市鹿中二丁目145-459

 おおぞら小学校  三沢市大字三沢字庭構1084-33
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資料：青森県教育委員会 

資料：学校基本調査・青森県一覧 
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図表 市内の中学校、生徒数の状況 

 

 

 

 

 

  

学校名 所在地

第一中学校  三沢市松園町二丁目1-34

第二中学校  三沢市大字三沢字園沢97-2

第三中学校  三沢市大字三沢字庭構1084-33

第五中学校  三沢市字古間木山141-111

堀口中学校  三沢市大字三沢字堀口94-143
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資料：青森県教育委員会 

資料：学校基本調査・青森県一覧 
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（２）保育所・待機児童 

・市内には平成 27 年４月時点で 13 の保育所がある。 

・園児数の増減はあるが、平成 26 年度の待機児童数は０人である。 

 

表 保育園の状況 

 

     資料：青森県ＨＰ（平成 27 年 4月 1日現在） 

 

図 園児数の推移 

 

      資料：家庭福祉課 

  

施設名 所在地
定員

（人）

三沢市立中央保育所 　三沢市桜町一丁目3-1 100

おおつ保育園 　三沢市大津二丁目12-366 50

三川目保育所 　三沢市三川目三丁目145-105 35

淋代保育所 　三沢市淋代三丁目110-2 30

チャリティー 第一保育園 　三沢市六川目二丁目101- 1005 50

古間木保育園 　三沢市古間木山81-3 60

鹿中保育所 　三沢市鹿中二丁目145-478 35

チャリティー 第二保育園 　三沢市東町一丁目9-21 70

春日台保育園 　三沢市春日台一丁目124-2 140

光華保育園 　三沢市前平二丁目5-2 30

三沢乳児保育所 　三沢市幸町一丁目2-21 40

松園保育園 　三沢市松園町二丁目21-9 120

美野原保育園 　三沢市美野原一丁目7-16 70
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（３）幼稚園 

・平成 26 年度で市内には、３つの幼稚園がある。 

・幼稚園の園児数は減少傾向にある。 

 

表 市内の幼稚園 

 

       資料：三沢市ＨＰ 

 

図 幼稚園の利用者数の推移 

 
   資料：家庭福祉課 

 

  

幼稚園名 住所

三沢カトリック幼稚園 三沢市中央町4丁目3-12

いちい幼稚園 三沢市春日台2丁目154-71

松園幼稚園 三沢市松園町2丁目21-1

三沢第一幼稚園
（平成27年度より認定こ
ども園へ移行予定）

三沢市美野原２丁目１２−１９
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第４章 人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察 

１．小売店など民間利便施設の進出・撤退の状況 

市民が日常生活を送るために必要な各種サービスは、一定の人口規模の上に成り立っている。

人口減少に伴って、利用者、消費者が減少するため、過去の人口規模に合わせてできたサービス

施設等を維持できなくなる恐れがある。 

以下の図のとおり、本市の現在の人口規模約４万人と、将来的に想定される人口規模約 2.5 か

ら３万人ではサービス施設の存在確率が異なっており、人口規模の縮小により、生活利便性や地

域の雇用の悪化が懸念される。 

 

図 人口規模とサービス施設の立地（三大都市圏を除く） 

 

 

出典：国土交通省「サービス施設が立地する確率が 50 パーセント及び 80 パーセントとなる自治体の人口規模」

から抜粋 

 

２．税収減等による行政サービスの低下、社会インフラの老朽化 

人口減少とそれに伴う経済・産業活動の縮小により、地方公共団体の税収入は減少するが、

一方では、高齢化の進行から社会保障費の増加が見込まれ、地方財政の厳しい状況が予想され

る。 

また、本市には建物の更新時期を迎えている公共施設等もあり、道路・橋・上下水道といっ

たインフラの老朽化問題への対応も必要とされている。 

〔参考 三沢市の市有建築物の耐震化率 67.7％〕 

（資料：三沢市耐震改修促進計画（平成 22 年）） 
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３．公共施設の維持管理・更新等への影響 

市が所有する公的ストックについて、今後更新を迎える施設が大量に発生することから、現行

のままでも施設の新設はもとより、維持更新が不可能になると予想されている。これに人口減少

による税収の減少等の影響が加わることで、施設の維持更新が一層困難になる。 

一方で、人口減少により不要となる公的ストックも生じてくることから、これらの効率的な集

約・活用等を行うことで、維持更新の負担を軽減できる可能性もある。 

このため、今後の公共施設の管理・維持については、人口規模に応じた適切な運営を図る必要

がある。 

 

図 施設の維持管理に関する推計 

 

出典：国土交通省「国土交通白書 2012」図表 152「従来どおりの維持管理・更新をした場合の推計」 

  

従来通りの維持管理更新を続けた場合、2011 年度から

2060 年度までの 50 年間に、必要な更新費 190 兆円のう

ち、30 兆円（約 16％）が不足する。 
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４．空き家・空き店舗・工場跡地・耕作放棄地の増加 

人口が減少する一方で、全国的に空き家数は一貫して増加傾向にある。本市においては、空き

家数、空き家率は減少傾向にあるものの、今もなお老朽化により倒壊する恐れや、防犯上、景観

上に問題が生じることが危惧されている。また、地域の経済・産業活動の縮小や後継者不足など

により、空き店舗、工場跡地、耕作放棄地についても同様の問題が危惧されている。 

 

図 持家率、空き家率の推移 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

 

５．社会保障等の財政需要、税収等の増減による地方公共団体の財政状況への影響 

税収については、税制度に影響を受けるものの、基本的に地域の所得、付加価値、財産等に対

して課税されることから、人口減少によって総生産が減少すれば、税収もそれに伴って減少する

ことが予想される。 

高齢化が進行すると、収入が減少したり、引退により収入源が失われたりするため、所得税収

が減少する。また、郊外地域での人口減少に伴う住宅需要が減少、中心部での商業需要の減少等

により不動産価格が下落すると、固定資産税・都市計画税収も減収となる。 

将来的に後期高齢者（75 歳以上）の増加に伴い、介護保険要介護（支援）認定者数も増加し、

介護サービス費用に関する財政需要が増加することが想定される。また、後期高齢者の増加によ

り、後期高齢者医療費も増加することが予想され、医療費に関する財政需要の増加が見込まれる。 
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